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平成15年度における税制改⾰についての答申 ーあるべき税制の構築に向けて⼀（抄）

平成14年11⽉19⽇
政府税制調査会

第⼆ 平成15年度税制改正における個別税⽬の改⾰
四 資産課税等
１．相続税・贈与税
（1）相続税･贈与税の⼀体化措置

⾼齢化の進展に伴って、相続による次世代への資産移転の時期が従来より⼤幅に遅れてきている。また、⾼齢者の保
有する資産（住宅等の実物資産も含む）の有効活⽤を通じて経済社会の活性化にも資するといった社会的要請もある。
かかる状況の下、相続税・贈与税の改⾰については、⽣前贈与の円滑化に資するため、⽣前贈与と相続との間で資産移
転の時期の選択に対して税制の中⽴性を確保することが重要となってきている。こうした状況を踏まえ、相続税･贈与税
の⼀体化措置を平成15年度税制改正において新たに導⼊する。この⼀体化措置は、従来の相続税と贈与税との関係を⼤
きく⾒直すものであり、両税の抜本的改⾰として位置付けられるものである。
相続時点でなければ各相続⼈別の正確な相続税額は確定しないというわが国の相続税制度の特徴（遺産取得課税⽅式

と遺産課税⽅式のいわゆる併⽤⽅式）を踏まえ、この⼀体化措置は、相続時の累積課税⽅式とすることが適当であり、
相続時精算課税制度（仮称）として具体化を図ることとする（参照 別紙）。
⼀体化措置の具体化に当たっては、住宅投資の促進にも資するとの観点にも留意すべきである。その際、現⾏の相続

税・贈与税を前提とする住宅取得資⾦に係る贈与税の特例については、⺠法上の遺留分侵害を助⻑するおそれもあり、
この⼀体化措置との間で整理が必要である。
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平成31年度税制改正⼤綱（抄）

平成30年12⽉14⽇
⾃ 由 ⺠ 主 党
公 明 党

第⼀ 平成31年度税制改正の基本的考え⽅
５ 経済社会の構造変化等を踏まえた税制の検討
⑵相続税・贈与税のあり⽅
②資産移転の時期の選択に中⽴的な相続税・贈与税に向けた検討
⾼齢化の進展に伴い、いわゆる「⽼々相続」が課題となる中で、⽣前贈与を促進する観点からも、資産移

転の時期の選択に中⽴的な税制の構築が課題となっている。諸外国の制度をみると、⽣前贈与と相続に対し
て遺産税もしくは相続税を⼀体的に課税することにより、資産移転の時期の選択に中⽴的な税制が構築され
ている例がある。⼀⽅、わが国においては、平成15年に相続時精算課税制度が導⼊されており、本制度の適
⽤を選択すれば、⽣前贈与と相続に対する⼀体的な課税が⾏われるが、本制度は必ずしも⼗分に活⽤されて
いない。今後、諸外国の制度のあり⽅も踏まえつつ、格差の固定化につながらないよう、機会の平等の確保
に留意しながら、資産移転の時期の選択に中⽴的な制度を構築する⽅向で検討を進める。こうした検討の進
捗の状況を踏まえ、教育資⾦の⼀括贈与に係る贈与税の⾮課税措置及び結婚・⼦育て資⾦の⼀括贈与に係る
贈与税の⾮課税措置についても、次の適⽤期限の到来時に、その適⽤実態も検証した上で、両措置の必要性
について改めて⾒直しを⾏うこととする。
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令和３年度・令和４年度 与党税制改正⼤綱（抄）

令和２年12⽉10⽇
⾃ 由 ⺠ 主 党
公 明 党

第⼀ 令和３年度税制改正の基本的考え⽅
５．経済社会の構造変化を踏まえた税制の⾒直し
⑶相続税・贈与税のあり⽅
①教育資⾦、結婚・⼦育て資⾦の⼀括贈与に係る贈与税の⾮課税措置の⾒直し
教育資⾦、結婚・⼦育て資⾦の⼀括贈与に係る贈与税の⾮課税措置について、孫等が受贈者である場合に

贈与者死亡時の残⾼に係る相続税額の２割加算が適⽤されないこと等が節税的な利⽤につながっているとの
指摘を踏まえ、格差の固定化の防⽌等の観点から所要の⾒直しを⾏った上で、適⽤期限を２年延⻑する。
なお、結婚・⼦育て資⾦の⼀括贈与に係る贈与税の⾮課税措置については、贈与の多くが扶養義務者によ

る⽣活費等の都度の贈与や基礎控除の適⽤により課税対象とならない⽔準にあること、利⽤件数が極めて少
ないこと等を踏まえ、次の適⽤期限の到来時に、制度の廃⽌も含め、改めて検討する。

令和３年12⽉10⽇
⾃ 由 ⺠ 主 党
公 明 党

第⼀ 令和４年度税制改正の基本的考え⽅
２．経済社会の構造変化を踏まえた税制の⾒直し
⑵相続税・贈与税のあり⽅

（中略）経済対策として現在講じられている贈与税の⾮課税措置は、限度額の範囲内では家族内における
資産の移転に対して何らの税負担も求めない制度となっていることから、そのあり⽅について、格差の固定
化防⽌等の観点を踏まえ、不断の⾒直しを⾏っていく必要がある。


